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１．基礎分析
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人口推移_男女別
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総人口 男女別人口 世帯数 推移 加  主 住宅地 入居開始時期 示    
1960年代以降 各地 住宅地 開発   急激 人口 増      2013年 121,331人をピークに減少をはじ
め、2064年  80,152人   見込    

（出展）1970年までの人口は国勢調査より作成、1971年から2018年までの人口は住民基本台帳より作成、2019年以降の人口は国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（2018年3月推計）より作成
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総人口と男女別人口推移 1920-2065

人口実績 男実績 女実績 世帯数実績 人口推計 男推計 女推計 世帯推計

主な住宅地の入居開始時期

1961 生駒台、新旭ヶ丘
1965 新生駒台
1968 東生駒1丁目
1970 東生駒2･3･4丁目
1972 松美台
1974 青山台、真弓
1975 緑ヶ丘、あすか野
1977 光陽台、鹿ノ台
1981 さつき台、萩の台住宅地
1982 喜里が丘
1983 ひかりが丘
1985 小明台
1988 白庭台
1989 北大和
2001 南山手台
2003 西白庭台
2006 美鹿の台
2008 上町台
2012 翠光台

国勢調査 住民基本台帳 国立社会保障・人口問題研究所 将来推計人口

1971市制ｽﾀｰﾄ
1971～1974
団塊ｼﾞｭﾆｱの世代が誕生

1947～1949
団塊の世代が誕生

実績値ピーク
2013

実績値ピーク
2013

実績値ピーク
2013
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人口推移_年齢3区分別 総人口 年齢3区分別人口 推移 加  主 住宅地 入居開始時期 示    
年少人口 生産年齢人口 減少  一方  老年人口 増加    2045年  37,800人   見込    
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総人口と年齢３区分別人口推移

総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

（人）

団塊世代が75歳以上

主な住宅地の入居開始時期
1961 生駒台、新旭ヶ丘
1965 新生駒台
1968 東生駒1丁目
1970 東生駒2･3･4丁目
1972 松美台
1974 青山台、真弓
1975 緑ヶ丘、あすか野
1977 光陽台、鹿ノ台
1981 さつき台、萩の台住宅地
1982 喜里が丘
1983 ひかりが丘
1985 小明台
1988 白庭台
1989 北大和
2001 南山手台
2003 西白庭台
2006 美鹿の台
2008 上町台
2012 翠光台

（出展）1970年までの人口は国勢調査より作成、1975年から2015年までの人口は住民基本台帳より作成、2020年以降の人口は国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（2018年3月推計）より作成

高齢者数がピーク
団塊ジュニア世代が
全て高齢者
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年齢３区分別人口比率

年少人口(0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 前期高齢者人口（65～74歳） 後期高齢者人口（75歳以上）

実績値 推計値

（出展）2015年までの人口は住民基本台帳より作成、2020年以降の人口は国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（2018年3月推計）より作成

年齢3区分別人口構成比率（老年人口 前期 後期 分  表示） 示    
老年人口 割合 増加 2050年  約40％が65歳以上になります。また、2025年  後期高齢者 割合 前期高
齢者より大きくなります。人口構成比率

前期高齢者と後期高
齢者の割合が逆転
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5歳階級別人口
1980年 2010年 2040年 5歳階級別人口（人口ピラミッド）を示します。
1980年      型     年少人口 減少    2010年     形        2040年   老年人口 
増加         形   見込    
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平成22年（2010年）

男性 女性

（人）
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（人）0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

（出展）実績値：国勢調査
推計値：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018年3月推計）より作成

団塊世代 団塊ジュニア世代
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人口動態 出生数・死亡数（自然増減）、転入数・転出数（社会増減）の推移を示します。
近年 自然増減 社会増減              人口 減少      
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（出展）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

人口動態の推移

6

［資料４］



7

２．自然増減の動向
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自然動態 出生数・死亡数（自然増減）の推移を示します。
死亡者数 高齢化 進行   増加傾向     出生数 横   推移        2014年  減少傾向   

（出展）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

2013年まで横ばい、その後減少傾向

増加傾向

減少傾向

8

［資料４］



972 879 892 968 931 960 919

1.67

1.40
1.29 1.21 1.17

1.26
1.34

1.71

1.49
1.38

1.28 1.23 1.29
1.38

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

0

250

500

750

1000

1250

1500

1750

2000

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

合
計
特
殊
出
生
率

出
生
数
（人
）

出生者数生駒市 出生率生駒市 出生率奈良県

出生数 合計特殊出生率 全国及 生駒市 出生数 合計特殊出生率 推移 示    
2017年現在 全国 合計特殊出生率 1.43、生駒市は1.34となっており、増加傾向にあります。

（出展）内閣府「少子化社会対策白書」

（出展）奈良県：厚生労働省「人口動態統計」、生駒市：「人口動態保健所・市区町村別統計」
生駒市の2015年の合計特殊出生率は暫定値

全国 生駒市
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平均初婚年齢 第1子出産時 母 年齢 示    
初婚年齢 上昇     男性 31.1歳（全国） 女性 29.4歳（全国）となっています。また、第1子出生時 母 
年齢 35歳未満 割合  奈良県  減少傾向    生駒市  上昇傾向      

（出展）厚生労働省「人口動態統計」
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結婚意向 結婚 関  意識調査結果   
結婚に必要 状況   経済的 余裕         異性 知 合 機会       上位        

結婚に必要な状況

（出展）内閣府「少子化社会対策白書」 11
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理想 子   数 未婚者 既婚者 初婚    夫婦 希望 理想 子   数 示      
夫婦 理想 子   数 2.32人ですが、実際の子どもの数は1.94人となっており、ギャップが生じています。

 -  200  400  600  800  1,000  1,200  1,400  1,600

０人

１人

２人

３人

４人

５人以上

不詳

未婚者の希望子ども数

対象は、18～34歳の未婚者。平均希望子ども数は、不詳を除き、５人以上を５として算出。

 -  100  200  300  400  500  600  700

０人

１人

２人

３人

４人

５人

６人

７人

８人以上

不詳

結婚持続期間15～19年の夫婦の出生子ども数

対象は、妻の年齢が50歳未満で、結婚持続期間15～19年の初婚どうしの夫婦。本調査において
は、結婚持続期間15～19年の夫婦の平均出生子ども数を完結出生児数とみなしている。平均完
結出生児数は、不詳を除き、出生子ども数８人以上を８として算出。

平均希望子ども数：2.02人

完結出生児数：1.94人

 -  500  1,000  1,500  2,000  2,500  3,000

０人

１人

２人

３人

４人

５人

６人

７人

８人以上

不詳

理想子ども数

対象は、妻の年齢50歳未満の初婚どうしの夫婦。平均理想子ども数は、不詳を除き、理想子ども
数８人以上を８として算出。

平均理想子ども数：2.32人

（出展）内閣府「少子化社会対策白書」
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子ども数のギャップ 理想 子   持   理由 示      
経済的な負担 年齢   身体的 負担 大  阻害要因        

（出展）内閣府「少子化社会対策白書」

妻の年齢別にみた、理想の子ども数を持たない理由
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（出展）総務省「国勢調査（平成27年度）」

世帯・居住の状況 親子世代の居住状況を示します。
全国では単身世帯が最多で全体の35%となっているものの、生駒市では夫婦・子ども世帯が最多で37％となっています。

夫婦・子ども世
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夫婦のみの

世帯, 25%
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世帯, 1%
その他, 3%

n=(45,547)
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夫婦・子供世
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夫婦のみの

世帯, 20%

母子・父子世

帯, 9%

夫婦・子供・

親の世帯, 
4%

夫婦・親の世

帯, 2% その他, 4%

n=(53,331,797)

全国

（出展）厚生労働省「国民生活基礎調査」
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（出展）内閣府「国民生活選好度調査」
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転居理由 転入者      聴取  生駒市 転居  理由 示      
 利便性 良   加    静  居住環境           良   上位        

15

36%

36%

35%

26%

23%

22%

17%

16%

14%

12%

9%

9%

8%

8%

5%

5%

3%

0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

電車や道路など交通の利便性が良い

気に入った物件があった

静かな居住環境

まちのイメージが良い

職場・学校に近い

子育て・教育環境が良い

家族・知人の家に近い

以前生駒市に住んでいた・生駒に実家がある

治安が良く安全である

買い物など日常生活が便利

市の子育て・教育施策が充実している

公園・緑地が多い

地震や台風などの自然災害が少ない

家族や知人から薦められた

不動産会社から薦められた

その他

医療施設が充実している

高齢者向けの福祉施策が充実している

生駒市内に転居した理由

（出展）生駒市転入者アンケート（2018.3～2018.4実施分）
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妻の就業変化 第１子出生年別    第１子出産前後 妻 就業変化   
出産後も仕事を続ける方の割合が大きく上昇しています。

（出展）内閣府「少子化社会対策白書」

第１子出生年別にみた、第１子出産前後の妻の就業変化

17
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仕事 育児 両立 難  仕事 育児 両立 難   仕事    理由 調査結果 示    
勤務時間があわない、育児休暇が取れないといった勤務条件の隔たりが最大の要因になっています。

（出展）内閣府「少子化社会対策白書」

仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立の難しさでやめた理由

18
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男性就業者 長時間労働
男性の子育て参加が第2子以降出生 与  影響 関  調査結果 示    
男性が休日に6時間以上家事・育児をした場合、90％近い割合で第2子以降 出生      一方  家事 育児 
全くしない場合、第2子以降 出生 10％となっています。

男性就業者の長時間労働の割合（国際比較） 夫の休日の家事・育児時間別にみた第２子以降の出生の状況

（出展）内閣府「少子化社会対策白書」
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既にワーク・ライフ・バランスの必

要性に迫られている

17.9%

近い将来に重要な取り組みで

あると認識している

45.2%

考えた事がない

21.4%

ワーク・ライフ・バランス

という言葉を知らない

8.9%

その他

6.5%

ワーク･ライフ･バランスの必要性

（N=168)

既に取り組みをは

じめている

25.6%

具体的な取り組み

内容を検討してい

る

20.0%

どのように取り組めばい

いかわからない

35.6%

取り組む意向はない

18.8%

ワーク･ライフ･バランスの取組意向

（N=160)

WLB意識
市内事業者    ･   ･     対  意識調査結果 示    
市内企業におけるワーク・ライフ・バランスは、「近 将来 重要 取 組     認識    」が「どのように取り組めばい
いか分からない」が最多となっています。

（出展）生駒市市内企業の今後の雇用等の意向調査（2015年） 20
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（％）

最終学歴 生駒市居住者 男女別 最終学歴 示    
女性の大学・大学院卒の割合は、20 30代 特 高       男女  奈良県 割合 大  上回      

（出展）総務省「国勢調査」（2010年）
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（出展）総務省「国勢調査」

就業者 年齢構成 市内    男女別 産業別就業者数 示    
「農業」では60歳以上が大半を占めています。
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従業地 市内就業者の従業地を示します。
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その他奈良

県, 2,457人, 
5%

京都府, 1,406
人, 3%

その他, 776
人, 2% 不明, 650人, 1%

1,406人
京都府

1,212人

3,185人 4,876人

大阪府 奈良市

24,731人 5,692人

2,973人 2,457人

※その他地域の通勤地 776人

※不明 650人

生駒市
13,469人

県内（奈良市以外）

2010年

2015年

（出展）総務省「国勢調査」
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３．社会増減の動向
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4,448

4,201

4,210
3,969

2,559 2,744 

923 1,017 870 985 

1,478 1,647 

2,292 

1,291 

745 

-37 42 -154 

-690 
-224 

377 536 592 493 605 
815 

368 
659 

1,062 

-30 
-293 

-40 93 
-141 -295 

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

転入数と転出数の推移

転出者数 転入者数 社会増加数

(人)

社会動態 転入数・転出数（社会増減）の推移を示します。
2004年以降転入者数 転出者数 上回        2012年頃   拮抗  状態 続      

（出展）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」
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2000年→2005年（人） 2005年→2010年（人）
2010年→2015年（人） 1980年～2015年の平均

(人)

人口移動状況_男女･年齢別
人口移動 状況（男女別 年齢階級別）の推移を示します。
男女とも就職に伴う「20 24歳→25 29歳  流出 顕著        一方   30～34歳→35 39歳」の子育
 世代 流入 顕著        

（出展）総務省「国勢調査」並びに「住民基本台帳人口移動報告」に基づき、まち・ひと・しごと創生本部作成
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奈良県内, 938
人, 26%

大阪府

1,340人, 37%

三重・滋賀・京

都・兵庫・和歌山, 
514人, 14%

東京圏, 
318人, 9%

関西、東京圏以外, 
489人, 14%

広域的な移動の状況（転入者数、2年平均）

n=(3,598)

関西ブロック内, 
2,792人, 78%

関西ブロック

以外, 807人, 
22%

奈良県内, 
1,012人, 26%

大阪府,
1,118人, 29%

三重・滋賀・京都・兵

庫・和歌山, 617人, 
16%

東京圏, 
555人, 14%

関西、東京圏以外, 
551人, 14%

広域的な移動の状況（転出者数、2年平均）

n=(3,853)

関西ブロック内, 
2,747人, 71%

関西ブロック

以外, 1,106人, 
29%

奈良市エリア 北西部エリア 中部エリア 東部エリア 吉野エリア 北大阪 東部大阪 南河内 堺・泉州 大阪市

奈良県内 大阪府

転入者数 575人 244人 93人 5人 22人 167人 475人 59人 110人 530人

転出者数 623人 284人 82人 4人 20人 160人 345人 35人 95人 484人

0

200

400

600

800
県内各エリア、大阪市との転入・転出数の状況（2年平均） 転入者数 転出者数

（人）

人口移動状況_地域別 人口移動の状況（地域別）を示します。
 奈良市   県北西部   転出   上回  大阪府   転入 上回      

（出展）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2017年/2018年）
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■各エリアに該当する自治体
奈良県
【奈良市エリア】奈良市
【北西部エリア】大和高田市、大和郡山市、香芝市、葛城市、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、上牧町、王

寺町、広陵町、河合町
【中部エリア】天理市、橿原市、桜井市、川西町、三宅町、田原本町、高取町、明日香村
【東部エリア】宇陀市、山添村、曽爾村、御杖村
【吉野エリア】五條市、御所市、大淀町、吉野町、下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十津川村、下北山

村、上北山村、川上村、東吉野村

大阪府
【北大阪】箕面市、豊能町、能勢町、池田市、豊中市、吹田市、摂津市、茨木市、高槻市、島本町
【東部大阪】枚方市、交野市、寝屋川市、守口市、門真市、大東市、四條畷市、東大阪市、八尾

市、柏原市
【南河内】松原市、羽曳野市、藤井寺市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村、

河内長野市
【堺・泉州】堺市、和泉市、泉大津市、高石市、忠岡町、岸和田市、貝塚市、泉佐野市、熊取町、

田尻町、泉南市、阪南市、岬町
【大阪市】大阪市

［資料４］



生駒市
総人口120,118人
転入者計：3,598人
転出者計：3,853人

東部・吉野エリア
転入者数：27人
転出者数：24人

北西部エリア
転入者数：244人
転出者数：284人

【奈良県内】
転入者計： 938人
転出者計：1,012人

中部エリア
転入者数：93人
転出者数：82人

奈良市エリア
転入者数：575人
転出者数：623人

【大阪府】
転入者計：1,340人
転出者計：1,118人

その他の関西ブロック

（三重県、滋賀県、京都府、兵庫県、和歌
山）

転入者数：514人
転出者数：617人

大阪市
転入者数：530人
転出者数：484人

東部大阪
転入者数：475人
転出者数：345人

東京圏
転入者数：318人
転出者数：555人

関西圏以外
転入者数：807人
転出者数：1,106

人

人口移動状況_地域別まとめ
人口移動の状況（地域別）のうち移動の多い地域をまとめました。
奈良県内からの転出者数が減少したものの、大阪府からの転入超過など、地域別の人口移動の傾向に大きな変化はあり
ませんでした。

2017年、2018年の平均

総人口は2018年10月1日現在

生駒市
総人口121,057人
転入者計：3,919人
転出者計：4,098人

東部・吉野エリア
転入者数：11人
転出者数：0人

北西部エリア
転入者数：266人
転出者数：261人

【奈良県内】
転入者計：1,155人
転出者計：1,173人

中部エリア
転入者数：93人
転出者数：95人

奈良市エリア
転入者数：723人
転出者数：784人

【大阪府】
転入者計：1,336人
転出者計：1,118人

その他の関西ブロック

（三重県、滋賀県、京都府、兵庫県、和歌
山）

転入者数：583人
転出者数：636人

大阪市
転入者数：501人
転出者数：465人

東部大阪
転入者数：505人
転出者数：363人

東京圏
転入者数：325人
転出者数：583人

関西圏以外
転入者数：846人
転出者数：1,172人

総人口は2013年10月1日現在

2013年、2014年の平均

（出展）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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人口移動状況_ブロック別 人口移動の状況（地域別）をブロック別にまとめました。
大阪府  人口 流入    以外  流出  傾向      
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446人
奈良県内

493人

大阪府

652人

大阪府

688人

その他関西ﾌﾞﾛｯｸ

265人

その他関西ﾌﾞﾛｯｸ

249人

東京圏177人 東京圏141人
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関西,東京圏
以外, 231人

1,798人 1,801人
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奈良県内, 26% 奈良県内, 25% 奈良県内, 27%

大阪府, 37% 大阪府, 36%
大阪府, 38%

その他関西ﾌﾞﾛｯ

ｸ, 14%
その他関西ﾌﾞﾛｯ

ｸ, 15%

その他関西ﾌﾞﾛｯ

ｸ, 14%

東京圏, 9% 東京圏, 10% 東京圏, 8%

関西,東京圏以
外, 14%

関西,東京圏以
外, 14%
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外, 13%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

総数 男性 女性

転入者の地域別割合（２ヶ年平均）

奈良県内

491人
奈良県内
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309人

東京圏
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東京圏
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奈良県内, 26.3% 奈良県内, 25.0% 奈良県内, 27.6%

大阪府, 29.0% 大阪府, 27.7%
大阪府, 30.4%

その他関西ﾌﾞﾛｯ

ｸ, 16.0%
その他関西ﾌﾞﾛｯ

ｸ, 15.7%

その他関西ﾌﾞﾛｯ

ｸ, 16.3%

東京圏, 14.4% 東京圏, 15.5%
東京圏, 13.2%

関西,東京圏以
外, 14.3%

関西,東京圏以
外, 16.0%

関西,東京圏以
外, 12.5%
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（出展）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2017
年/2018年）
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人口移動状況_ブロック別② 人口移動の状況（総数）をブロック別にまとめました。
30代 大阪  流入    一方 、20代 東京圏  流出 顕著        
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（出展）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2017年/2018年）
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人口移動状況_ブロック別③ 人口移動の状況（男性）をブロック別にまとめました。
30代 大阪  流入    一方  20代 東京圏  流出 顕著       。
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人口移動状況_ブロック別④ 人口移動の状況（女性）をブロック別にまとめました。
30代 大阪  流入    一方  20代 東京圏  流出 顕著       。
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生まれてからずっと市内の同じ場所

に住んでいる

5.6%

生まれてからずっと市内に住んでい

るが、市内での移転経験がある

5.5%

市外で居住したことがある（出身は生駒市

であり、市外での居住経験がある）

7.2%

他の市町村より転入してきた（出身は生駒市以外）

81.6%

無回答

0.2%

(N=1,676)

市民 出身地 市民 出身状況 示    
「他の市町村より転入してきた」方が80％以上となっています。

（出展）生駒市「市民満足度調査」（2017年）
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54.7%

40.0%

33.9%

31.6%

30.3%

15.8%

12.9%

5.3%

8.9%

0.8%

53.0%

37.9%

29.5%

35.0%

28.9%

13.2%

5.4%

7.2%

15.3%

0.8%

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

子育てに対する支援

就労支援

住宅の新築に対する補助

教育費に関する支援

住宅の仲介支援や家賃補助

リフォームに対する補助

起業支援

地元住民との交流機会

特に必要な支援はない

その他

移住を検討する場合の必要な支援策

過去に奈良県北部地域に居住していた方 最近奈良県北部地域に移住した方

（％）

34.2%

15.0%

12.4%

12.1%

11.6%

1.8%

12.9%

28.3%

9.3%

12.8%

8.7%

16.1%

1.7%

22.9%

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

結婚

就職

転勤

進学

子育て

親の介護

その他

転居のきっかけ

過去に奈良県北部地域に居住していた方 最近奈良県北部地域に移住した方

（％）

転居のポイント 移住を検討する際のポイントをアンケート結果をもとにまとめました。
転居のきっかけは「結婚」が最も多く、移住を検討する際は半数以上の方が「子育てに対する支援」を必要としています。

（出展）生駒市転入者アンケート（2018.3～2018.4実施分）

35

36%
36%

35%
26%

23%
22%

17%
16%

14%
12%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

電車や道路など交通の利便性が良い

気に入った物件があった

静かな居住環境

まちのイメージが良い

職場・学校に近い

子育て・教育環境が良い

家族・知人の家に近い

以前生駒市に住んでいた・生駒に実家がある

治安が良く安全である

買い物など日常生活が便利

生駒市内に転居した理由（再掲）

（出展）生駒市「奈良県北部地域の移住に関する意識調査」
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就職の際に戻りたい

3.5%

結婚をきっかけに戻りたい

1.2% 子育てをきっかけに戻りたい

0.0%

家を購入するときは戻りたい

1.9%

老後は戻りたい

6.5%

時期はわからないが、いつかは

戻りたい

16.9%

戻りたいと思わない

13.5%

わからない

53.8%

不明

2.7%

【高校生】Uターンの意向（男性）（N=260)

就職の際に戻りたい

0.8%

子育てをきっかけに戻りたい

2.5% 家を購入するときは戻りたい

0.8%

老後は戻りたい

3.7%

時期はわからないが、

いつかは戻りたい

19.4%

戻りたいと思わない

10.7%

わからない

59.5%

不明

2.5%

【高校生】Uターンの意向（女性）（N=242)

就職の際に戻りたい

2.4%

結婚をきっかけに戻りたい… 子育てをきっか

けに戻りたい

2.4%

家を購入するときは

戻りたい

1.6%

老後は

戻りたい

2.4%

時期はわからない

が、

いつかは戻りたい

35.8%

戻りたいと思わない

7.3%

わからない

46.3%

不明

0.8%

【大学生】Uターンの意向（男性）（N=123)

就職の際に戻りたい

3.7%

結婚をきっかけに戻りたい

3.7%
子育てをきっかけに戻りたい

2.2%

家を購入するときは戻りたい

2.2%

老後は

戻りたい

8.1%

時期はわからないが、

いつかは戻りたい

34.1%
戻りたいと思わない

3.0%

わからない

42.2%

不明

0.7%

【大学生】Uターンの意向：女性（N=135)

若者 意向_Uターン Ｕ    対  若者 意向      結果           
Ｕターンに対する意向は現時点では高くありませんが、大学生の約半分が「戻りたい」意向を持っています。

（出展）生駒市「進学や就職などに関する意識調査」（2015年）
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21.5%

19.2%

15.2%

13.9%

11.4%

10.7%

10.5%

8.5%

8.1%

7.2%

7.0%

6.7%

4.4%

4.4%

3.3%

2.9%

2.7%

2.1%

1.7%

4.3%

13.5%

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

道路・交通機関の発達した便利なまち

子育てがしやすいまち

商業・サービス業の発達したにぎわいのあるまち

災害や犯罪に対し、安心・安全に暮らせるまち

環境にやさしいまち

働く場が充実しているまち

自然や緑の豊かな住宅街が広がるまち

医療サービスが充実したまち

スポーツ・レクリエーション活動が盛んなまち

学校教育が充実したまち

音楽活動が盛んなまち

市民活動が盛んなまち

市民が強い連帯感をもち、まちづくりに積極的に取り組むまち

高齢者や障がい者がいきいきと暮らせる福祉のまち

科学や先端技などの研究が活発なまち

外国人との交流や国際的なイベントが盛んに行われるまち

学習・文化活動が盛んなまち

自然や歴史資産を生かした観光のまち

情報公開が進んだまち

その他

わからない

【高校生】10年後の生駒市に対する希望（N=657）

(%)

若者 意向_まちづくり 将来のまちづくりに対する高校生の意向をアンケート結果をもとにまとめました。
将来のまちづくりについて、「子育てしやすいまち」を期待する意向が上位になっています。

（出展）生駒市「進学や就職などに関する意識調査」（2015年）
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市民満足度 アンケート調査   市民 生駒市 対  満足度        
満足度 定住意向 市民 誇  推奨度  各種取組   向上      

38（出展）生駒市満足度調査（2015,2017,2018はＷＥＢ調査）
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生駒市のイメージ アンケート調査による市外在住者の生駒市に対するイメージをまとめました。
市外在住者の生駒市に対するイメージは着実に上がっています。

39

とても良い, 
6%

良い, 40.8%

悪い, 
7.8%

とても悪い, 
1.4%

わからない, 
44%

2016年
とても良い, 

8%

良い, 43.6%

悪い, 5.2%
とても悪い, 

0.6%

わからない, 
42.6%

2017年
とても良い, 

3.7%

良い, 51.8%

悪い, 
10.3%とても悪い, 

0.6%

わからない, 
33.6%

2018年

とても良い、良い⇒46.8％ とても良い、良い⇒51.6％ とても良い、良い⇒55.8％

（出展）生駒市イメージ調査

※調査対象者 市外在住の25歳～44歳の男女（2016,2017…大阪府、兵庫県、京都府在住者対象 2018…大阪府在住者対象）
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